
令 和 ５ 年 度

呉市病院事業会計予算書

呉市公立下蒲刈病院





　

　（総則）

第１条　令和５年度呉市病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

49床

ア

イ

ア 40人

イ 100人

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　　　　第１款　病院事業収益　　　　　

　　　　　第１項　医業収益

　　　　　第２項　医業外収益

　　　　第１款　病院事業費用　　　　　

　　　　　第１項　医業費用

　　　　　第２項　医業外費用

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出

　額に不足する額7,400千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額13千円

　及び過年度分損益勘定留保資金7,387千円で補填するものとする。)。

　

　　　　第１款　資本的収入

　　　　　第１項　企業債

　　　　　第２項　出資金

　　　　第１款　資本的支出

　　　　　第１項　建設改良費

　　　　　第２項　企業債償還金 15,291千円

18,514千円

631,185千円

収 入

3,223千円

支 出

支 出

854,553千円

3,176千円

9,714千円

11,114千円

1,400千円

857,729千円

 外来

収 入

29,300人

226,544千円

857,729千円

 入院

 外来

議第１８号

　(1) 病床数

　(2) 年間患者数

　(3) １日平均患者数

令和５年度呉市病院事業会計予算

14,600人 入院
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　　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

利率

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，200,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定める。

　(1) 医業費用，医業外費用及び特別損失の予定額に過不足を生じた場合における，これら

　　の項に計上した経費の各項の間の流用

　(2) 建設改良費及び企業債償還金の予定額に過不足を生じた場合における，これらの項に

　　計上した経費の各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

　ない。

　(1) 職員給与費

　(2) 交際費

　（他会計からの補助金）

第10条　病院運営助成及び施設整備のため，一般会計等からこの会計へ補助を受ける金額

　は，98,416千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は，47,335千円と定める。

起債の方法

1,400千円

事項 期間

 建物改良資金

限 度 額

給 食 業 務

借入先の融資条件による。ただ
し，財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し，若しくは繰
上償還又は低利に借換えすること
ができる。

6.0％
以内

償還の方法

限度額

606,857千円

普通貸借
又は

証券発行

契約に定める額
令和４年度から
令和６年度まで

起債の目的

300千円
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予 算 に 関 す る 説 明 書





　

予定額(千円)

1 病 院 事 業 収 益 857,729      

1 医 業 収 益 631,185      

1 入 院 収 益 380,330      入院収益

2 外 来 収 益 187,520      外来収益

3 そ の 他 医 業 収 益 63,335       

2 医 業 外 収 益 226,544      

1 受 取 利 息 50           預金利息

2 他 会 計 補 助 金 98,416       医師確保対策等

3 負担金及び交付金 111,979      企業債償還利息分等

4 長 期 前 受 金 戻 入 9,768        国(県)補助金等

5 その他医業外収益 6,331        介護保険意見書収益等
　　

予定額(千円)

1 病 院 事 業 費 用 857,729      

1 医 業 費 用 854,553      

1 給 与 費 609,137      

2 材 料 費 47,335       薬品，診療材料費等

3 経 費 158,246      光熱水費，委託料等

4 減 価 償 却 費 36,647       

5 資 産 減 耗 費 469          固定資産除却費等

6 研 究 研 修 費 944          

7 長期前払消費税償却 1,775        

2 医 業 外 費 用 3,176        

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

1,576        企業債利息等

2 消費税及び地方消費税 1,500        

3 雑 損 失 100          
　　

目

支　　　　出

目款 項

公衆衛生活動収益，
一般会計負担金等

令和５年度呉市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

備　　　考

款 項 備　　　考

－　3　－



　

予定額(千円)

1 資 本 的 収 入 11,114       

1 企 業 債 1,400        

1 企 業 債 1,400        建設改良費充当企業債

2 出 資 金 9,714        

1 一 般 会 計 出 資 金 9,714        

予定額(千円)

1 資 本 的 支 出 18,514       

1 建 設 改 良 費 3,223        

1 資 産 購 入 費 3,223        器械備品購入費

2 企 業 債 償 還 金 15,291       

1 企 業 債 償 還 金 15,291       企業債元金の償還金
　　

企業債償還金に係る出資
金等

目

資本的収入及び支出

収　　　　入

目

支　　　　出

款 項 備　　　考

款 項 備　　　考
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千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 0

減価償却費 36,647

固定資産の除却損 19

長期前払消費税の増減額(△は増加) 1,495

退職給付引当金の増加額 17,128

賞与引当金の増加額 3,707

法定福利費引当金の増加額 117

長期前受金戻入額 △ 9,768

受取利息 △ 50

支払利息 576

小　計 49,871

利息及び配当金の受取額 50

利息の支払額 △ 576

業務活動によるキャッシュ・フロー 49,345

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,930

国庫補助金等による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,930

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 15,291

一般会計からの出資金による収入 9,714

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,177

 　資金増減額（△は減少） 42,238

 　資金期首残高 84,419

 　資金期末残高 126,657

令和５年度呉市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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１ 　総　括　　　

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

２　　給料及び手当の増減額の明細

14,313△179

 退職手当ほか

本年度

前年度

比　較

（注）　期末勤勉手当には，翌年度６月期末勤勉手当のうち，本年度発生額である賞与引当金繰入額が含まれる。

18,5834,382

235,258

216,675

1,373

夜間
勤務
手当

特殊勤
務手当

1

21,067

6,924

(千円)

513 1,769

1,768

2,981

(千円)

50

1

職　員　数
給　与　費

△ 2,677

206,315

201,93389,606

528,502

508,214

法定福利費 合計

86,929 606,857

585,689

21,168

78,355

77,475

88020,288

区　　分 報酬 給料 手当 計

51本年度

区　分

2,776

8,065

2 240

14,030

（千円）

6,766

説 明

2,775

退職
給付費

(千円)

48,962

34,649

17,1638,065

17,342

28,941

地域
手当

27,173

休日
手当

△19△1,212

(千円)

0

 給与改定の実施状況

1

初任給
調整
手当

賞与
引当金
繰入額

(千円)(千円)

61,589 5,952

（千円）

14,030

(千円) (千円)

0

58,558

手　当 制度改正に

給　料

％

本年度

給料の改定率

0.68

0.00

増　加

512

％

5,971

0.18

％

備　　考

給料の改定率

3,031

363

879△242

昇給に伴う

前年度

増減事由別内訳

時間外
勤務
手当

比較

手当の
内　訳

7,008

宿日直
手当

通勤
手当

本年度

前年度 9,860 6,684

そ の 他 の

(千円)

住居
手当

4,382

18,583

51人

1人

期末
勤勉
手当

(千円)(千円)

前年度

10,739

扶養
手当

21,069

増減額

（千円）

区分

(千円)

（注）　法定福利費には，翌年度６月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち，本年度発生額
　　　である法定福利費引当金繰入額が含まれる。

管理職
手当

増 減 分

伴う増減分

増 減 分

そ の 他 の

給  与  費  明  細  書

(千円) (千円)

16,579

2,646

2,004

伴う増減分

給与改定に

増 加 分
 平均昇給率

50人

 国の改定に準拠

 職員数の異動状況
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３ 　給料及び手当の状況

 (１)  職員１人当たり給与

 (２)  初任給

 (３)  級別職員数

（注）構成比は、それぞれ四捨五入したため合計と一致しない場合がある。

100.00 計 43 100.00計 23 100.00 計 4 100.00

352,300

448,029

大 学 卒

医療職 (三 )

高 校 卒

計 5 100.00 計 11

短 大 卒

－

1月1日現在

- - 

区　　分 医療職 (一 )（円）

52.00

448,350

346,775

高 校 卒

60.60

530,400

46.27

－

医 療 技 術 職区　　分

302,896

369,292

44.57

1,329,214

317,690

385,230

347,964

407,086

339,073

398,950

医　　師

大 学 卒

医療職 (二 )（円）

令和4年1月1日現在

一　般　職看　護　師

50.5045.0446.55

（円）（円）（円）

(円)

看護師 一般職医　師 医療技術職区　　　分

令和5年1月1日現在

538,940

1,372,660

令 和 5 年

1月1日現在

令 和 4 年

25.00 4級 3 6.991 4.35 4級 1

3級 24 55.81

4級 1 20.00 4級 - - 4級

1 25.008 72.73 3級 11 47.83 3級3級 4 80.00 3級

13 30.2310 43.48 2級 1 25.00 2級

1級 2 4.65

2級 - - 2級 2 18.18 2級

- 0.001   9.09 1級 1 4.35 1級1級 - - 1級

46 100.0026 100.00 計 4 計計 5 100.00 計 11 100.00 計

- - 5級 1 25.00

100.00

- - 

（人） （％）

3級 21

5級- - 1

72.73

4 8.704級 1 3.85

2.17

行政職 (一 )（円）

185,200

－

154,600

10.87- 

構成比

216,000

計

13  

等 級

197,000

医 療 技 術 職

構成比

253,600 191,500

（％） （％）

構成比

154,600－

278,300

（円）

171,700

－

－ －

185,200

171,700

－ －

一 般 職

170,500

57.20

国　　の　　制　　度

182,200 182,200

（円）

区　分
等 級

医 師

（人） （％）
等 級

－短 大 卒

職員数 構成比

- 2級

3級 4

2級

1級

- 

1級 - - 18.18

4級

1 25.00

34.62 3級

2級9.09

3級 9

4級 50.00- - 

1   

1級 3   

2級

2   

1

15 32.61

1級 511.54

50.00 2級

1級 - 

20.00 4級

45.65- 0.00

4級 2

80.00 3級 8

職員数

看 護 師

職員数 構成比
等 級

（人）（人）
等 級

（％）

1 2.33- - 5級 1

平 均 年 齢

25.00

(円)

(円)

(歳)

(円)

(歳)

- - 

平均給与月額

平均給料月額

平 均 年 齢

平均給与月額

平均給料月額

5級

職員数

（人）

職員数
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( )

標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職名である。

 (４)  特殊勤務手当

（支給額）医師調査研究手当・夜間看護等手当　（支給対象職員）医師・看護師

 (５)  期末手当・勤勉手当

 (　)内は再任用職員の支給率

 (６)  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

定年

定年

 (７)  その他の手当

最高限度額1,900円上積み

課 長

％16 ％(国 ) 医 師

看 護 師

33.2708

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定 年 前 早 期
退職特例措置
(3～45％加算)

制 度 な し33.2708 47.71

の者 (月分)

47.71

33.2708

一般会計の
制　　　度
(支給率等)

支 給 率 等

20 年 勤 続
(月分)の者

区 分

勧奨

勧奨

24.58688

2.150(1.125)

2.200(1.150)

2.200(1.150)

2.200(1.150)

(月分)6 月

2.150(1.125)

(月分)

備 考

47.71

(月分)
最 高 限 度

28,000円28,500円

職制上の段階，職 務の

(国 ) 2.0km以上

有

備 考
級 等 に よ る 加 算 措 置

差 異 の 内 容

一 般 職

47.71

35 年 勤 続

借地・借間の最高支給限度額

0.00

(月分)

0.00

の者

16

区 分

（令和5年1月1日現在）

全 職 種

12 月

代表的な特殊勤務手当の名称

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )

支 給 期 別 支 給 率

交通用具利用者

(市)

47.71

医 師

(市)

1.5km以上支 給 対 象 距 離

(国)

異 な る

住 居 手 当

通 勤 手 当

異 な る
(市 )

47.71 47.71

24.58688 33.2708

24.58688

25 年 勤 続

有

地 域 手 当 支 給 率 (市)同 じ

24.58688

前 年 度

本 年 度 2.200(1.150)

主任・主査

47.71

定 年 前 早 期
退職特例措置
(3～45％加算)

制 度 な し

4.40(2.30)

4.30(2.25)

4.40(2.30)

有

(月分)

支 給 率 計

課 長 補 佐

医 師

62.79 100.00 27.27

医 師

看護師・准看護師

1.27

看護師・准看護師

(注)

区 分

医師・歯科医師 医師・歯科医師

－

(注)

給料総額に対する比率(％ ) 8.62

－

医療技術職

副院長・診療科の部長

看 護 師

7.8516.68

扶 養 手 当 同 じ

国 の 制 度

区 分 国の制度との異同

82.61

区 分 ４級 ５級

医 療 技 術 職

－

副 主 任

１級 ２級 ３級

主 事

級別の標準的な職務内容

一 般 職

病 院 長

技 師 副 主 任 専 門 員 技 師 長

看 護 師 長 総看護師長
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左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 一般財源

千円 千円 千円 千円

給 食 業 務
契 約 に
定める額

-          -      
令和４年度から
令和６年度まで

限 度 額
に 同 じ

全   額

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額
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千円 千円 千円

1

380,330

187,520

61,749 629,599

2

607,799

45,206

144,028

36,647

469

858

1,775 836,782

207,183

3

50

85,389

125,006

9,768

5,914 226,127

4

1,576

17,368 18,944 207,183

0

令和５年度呉市病院事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

医 業 収 益

(1) 入 院 収 益

(2) 外 来 収 益

(3) そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

(1) 給 与 費

(2) 材 料 費

(3) 経 費

(4) 減 価 償 却 費

(5) 資 産 減 耗 費

負担金及び交付金

(4) 長 期 前 受 金 戻 入

(6) 研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息

(5) その他医業外収益

医 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

(7) 長期前払消費税償却

(2) 他 会 計 補 助 金

(3)

(2) その他医業外費用

経 常 利 益
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千円 千円 千円

0

0

454,732

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利益剰余金変動額

当 年 度 末 処 理
欠 損 金
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千円 千円 千円 千円

1

イ 70,529

ロ 984,326

△ 577,902 406,424

ハ 11,918

△ 8,425 3,493

ニ 381,175 　

△ 328,090 53,085

ホ 6,168

△ 5,465 703

534,234

　

イ 171

171

イ 3,198

3,198

537,603

2

126,657 

70,196

△ 271 69,925  

3,010   

1,130   

200,722   

738,325   

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

(1)

未 収 金

流 動 資 産

(2)

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(4)

令和５年度呉市病院事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

器 械 備 品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産(1)

建 物

減価償却累計額

資　　　産　　　の　　　部

減価償却累計額

現 金 ・ 預 金

(3)

(3)

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

長期前払消費税

構 築 物

減価償却累計額

投資その他の資産合計

無形固定資産合計

土 地

車 両

電 話 加 入 権

減価償却累計額

(2)

貯 蔵 品
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千円 千円 千円 千円

3 　 　

イ

26,822

26,822

イ 108,587

108,587

135,409

　 　 　 　

4 　 　

イ

14,595

14,595

34,399

イ 28,941

ロ 法定福利費引当金 5,709

34,650

83,644

　 　 　 　

5 　 　

398,335

△ 229,652

168,683

387,736

6 805,310

7

イ 11

11

イ △ 454,732

△ 454,732

△ 454,721

350,589

738,325

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に充て

るための企業債

引 当 金

企 業 債 合 計

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充て

るための企業債

企 業 債 合 計

負 債 資 本 合 計

流 動 負 債

(1)

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

当年度未処理欠損金

欠 損 金

資 本 剰 余 金 合 計

退職給付引当金

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

固 定 負 債 合 計

(2)

引 当 金

負 債 合 計

剰 余 金

資 本 金

負　　　債　　　の　　　部

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計

(3)

(2)

(2) 未 払 金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

賞 与 引 当 金
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注記（令和５年度）

Ⅰ　重要な会計方針

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 貯蔵品

先入先出法による原価法によっている。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　ア　減価償却の方法

　　　　定額法による。

　　イ　主な耐用年数

　　　(ｱ) 建物 　８～７５年

　　　(ｲ) 構築物 １０～１５年

　　　(ｳ) 器械備品 　３～２０年

　　　(ｴ) 車両 　４～　６年

　(2) 無形固定資産

　　ア　減価償却の方法

　　　　電話加入権（非償却資産のみ）であり，減価償却は行っていない。

３　引当金の計上方法

　(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。なお，「一般会計及び病院事業会計に係る職員の退職

手当金負担割合に関する要綱」に基づき，一般会計が負担すると見込まれる金額を

除く額を計上している。

　(2) 賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分の額）を計上している。

　(3) 法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支

給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分の額）

を計上している。

　(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損に係る損失に備えるため，貸倒実績率等に基づく回収不能見込額

を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお，固定資産に係る控除対象外消費税は，長期前払消費税に計上し，５年間で均

等償却している。

Ⅱ　予定貸借対照表関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものを含む。）のうち，総務省策定の繰出基準に基づき一般会計が

負担すると見込まれる額は２３，６１８千円である。
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Ⅲ　その他

１　引当金の取崩し

　(1) 退職給付引当金の取崩し

　 当年度に退職手当として２２，８８２千円を支給することとなるため，このうち

「一般会計及び病院事業会計に係る職員の退職手当金負担割合に関する要綱」に基

づき一般会計が負担すると見込まれる額１４，５６１千円を，当該支給額から控除

して得た額８，３２１千円について退職給付引当金を取り崩す。

　(2) 賞与引当金の取崩し

　 当年度に期末勤勉手当として９３，２７３千円を支給することとなるため，賞与

引当金２５，２３４千円を取り崩す。

　(3) 法定福利費引当金の取崩し

　 当年度に期末勤勉手当に係る法定福利費として１７，５５８千円を支出すること

となるため，法定福利費引当金５，５９２千円を取り崩す。
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千円 千円 千円

1

241,199

174,422

66,232 481,853

2

500,312

37,403

123,225

37,405

243

573

2,022 701,183

219,330

3

37

87,277

91,916

9,867

4,300 193,397

4

737

12,667 13,404 179,993

39,337

(2) 他 会 計 補 助 金

(5) その他医業外収益

負担金及び交付金

長 期 前 受 金 戻 入

(1)

(7) 長期前払消費税償却

(1) 受 取 利 息

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

(3)

医 業 損 失

医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

(4)

資 産 減 耗 費

(3)

(3) そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

経 常 損 失

(2) その他医業外費用

令和４年度呉市病院事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

医 業 収 益

入 院 収 益(1)

外 来 収 益(2)

(1)

(6)

(5)

研 究 研 修 費

給 与 費

経 費

(4) 減 価 償 却 費

(2) 材 料 費
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千円 千円 千円

39,337

415,395

454,732

前年度繰越欠損金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

当 年 度 純 損 失
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千円 千円 千円 千円

1

イ 70,529

ロ 984,326

△ 557,991 426,335

ハ 11,918

△ 8,425 3,493

ニ 378,724 　

△ 312,326 66,398

ホ 6,168

△ 4,854 1,314

568,069

　

イ 171

171

イ 4,693

4,693

572,933

2

84,419  

70,196

△ 271 69,925  

3,010   

1,130   

158,484   

731,417   

令和４年度呉市病院事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

器 械 備 品

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

長期前払消費税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 ・ 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

(4) そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

3 　 　

イ

40,116

40,116

イ 91,459

91,459

131,575

　 　 　 　

4 　 　

イ

15,291

15,291

34,399

イ 25,234

ロ 法定福利費引当金 5,592

30,826

80,516

　 　 　 　

5 　 　

398,335

△ 219,884

178,451

390,542

6 795,596

7

イ 11

11

イ △ 454,732

△ 454,732

△ 454,721

340,875

731,417

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充て

るための企業債

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

繰 延 収 益

建設改良費等の財源に充て

るための企業債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

欠 損 金(2)

剰 余 金

当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記（令和４年度）

Ⅰ　重要な会計方針

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 貯蔵品

先入先出法による原価法によっている。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　ア　減価償却の方法

　　　　定額法による。

　　イ　主な耐用年数

　　　(ｱ) 建物 　８～７５年

　　　(ｲ) 構築物 １０～１５年

　　　(ｳ) 器械備品 　３～２０年

　　　(ｴ) 車両 　４～　６年

　(2) 無形固定資産

　　ア　減価償却の方法

　　　　電話加入権（非償却資産のみ）であり，減価償却は行っていない。

３　引当金の計上方法

　(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。なお，「一般会計及び病院事業会計に係る職員の退職

手当金負担割合に関する要綱」に基づき，一般会計が負担すると見込まれる金額を

除く額を計上している。

　(2) 賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分の額）を計上している。

　(3) 法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支

給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分の額）

を計上している。

　(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損に係る損失に備えるため，貸倒実績率等に基づく回収不能見込額

を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお，固定資産に係る控除対象外消費税は，長期前払消費税に計上し，５年間で均

等償却している。

Ⅱ　予定貸借対照表関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものを含む。）のうち，総務省策定の繰出基準に基づき一般会計が

負担すると見込まれる額は３１，９３１千円である。
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Ⅲ　その他

１　引当金の取崩し

　(1) 退職給付引当金の取崩し

　 当年度に退職手当として１３，６２２千円を支給することとなるため，このうち

「一般会計及び病院事業会計に係る職員の退職手当金負担割合に関する要綱」に基

づき一般会計が負担すると見込まれる額９，４８９千円を，当該支給額から控除し

て得た額４，１３３千円について退職給付引当金を取り崩す。

　(2) 賞与引当金の取崩し

　 当年度に期末勤勉手当として７４，２５２千円を支給することとなるため，賞与

引当金２１，３９７千円を取り崩す。

　(3) 法定福利費引当金の取崩し

　 当年度に期末勤勉手当に係る法定福利費として１３，８９３千円を支出すること

となるため，法定福利費引当金４，１８６千円を取り崩す。
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